
    

 
 

平成25年度公益財団法人横浜市総合保健医療財団事業計画 

 

 財団運営 
１ 財団の設立と新公益法人への移行 
  当財団は、平成４年４月１日に設立され、要援護高齢者や精神障害者の在宅での生活支援などを行

う横浜市総合保健医療センターの管理運営を同年１０月１日から開始して２０年が経過しました。 
この２０年目の節目にあたる昨年４月１日には、公益法人制度改革による公益法人として認定を受

け「公益財団法人横浜市総合保健医療財団」として新たな一歩を踏み出したところです。 
 
 
２ 新たな市民ニーズへの対応 
  当財団では急速な高齢化に伴い増加している要介護高齢者、急速な社会進展に伴う軋轢の中で増加 
しているうつ病や統合失調症などの精神障害者、市民の関心が高く、かつ社会的課題になりつつある 
認知症患者に対して住み慣れた地域社会で安心して生活を送ることができるように支援に取り組んで 
います。 
  これまで、市内で開設３番目の老人保健施設の運営、市内で初となる精神障害者生活支援センター 
の運営など、横浜市の高齢者・障害者施策の一翼を担ってまいりました。また、平成１２年の介護の 
社会化を目的とする「介護保険法」の施行、平成１８年の障害者に対する福祉サービスを一元的に提 
供する「障害者自立支援法」の施行など、財団を取り巻く社会環境も大きく変化しています。 
さらに、平成２３年には厚生労働省が精神疾患の患者数が３２３万人（Ｈ20年調査）に達したと発 
表。従来の４大疾病（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病）のがん患者の２倍以上、４大疾病で最

も多い糖尿病の２３７万人と比べてもずば抜けて多いことから、新たに「５大疾病」とし、今後の医

療計画の重点的課題として位置づけました。 
そのような中で当財団は、長期入院を余儀なくされている精神障害者の退院促進（地域移行・地域 
定着支援）、認知症の早期診断による早期対応、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ中重度者への対応

等、様々な市民ニーズへの取組とサービスの質の向上に取り組んでおります。 
 
 

３ 指定管理者制度と特定協約 
平成２３年４月１日から第２期指定管理期間が始まり、神奈川区及び磯子区の両生活支援センター 
については１０年間、横浜市総合保健医療センターについては５年間の管理運営を行っています。 

  また、現在、横浜市と外郭団体で経営目標を締結する「特定協約」の第３期期間（平成23 年４月
１日～平成26年３月31日）にあり、平成２５年度は最終年度となることから、前回同様に高い評価
結果が得られるように、全力で事業に取り組んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 



    

 
 

横浜市総合保健医療センター管理運営事業 
横浜市総合保健医療センターは、保健・医療・福祉の専門機関や関係団体と地域の皆様が有機的に 
連携し、在宅で援護を必要とする方々に対して、総合的、一体的なサービスを提供する「地域ケアシス

テム」を専門的・総合的に支援する目的で開設されました。 
当センターは、「精神障害者支援」「要介護高齢者支援」「地域医療機関支援」の３つの事業・施設か

ら構成されますが、これらは各々独立したものではなく、それぞれの機能を発揮するために相互に連携・

協働し、一体となって在宅支援を行います。総合相談や自主事業も３つの事業を直接、間接に支持する

ものです。また、家族教室や講演会などを通じ、疾病に対する正しい理解やその予防方法等の啓発にも

努めてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
●各施設利用者に対する総合相談の実施 
●入所等に関する各施設との連携及び調整 
●評価会議・支援会議の開催及び総合評価の実施 
●精神障害者二次相談支援機関 

総合相談室 

精神障害者支援 

デイケア・生活訓練・ 
生活支援ｾﾝﾀｰ・就労支援等 

要介護高齢者支援 

老健入所・診療所入院 
通所リハビリ・介護予防等 

地域医療機関支援 

MRI・CT等の共同利用 
認知症診断外来等 

●精神科医師による専門的対応 
●文化祭・夏祭り等における利

用者の交流 

●精神科医師との連携によ

る自立支援策の策定 
●内科、精神科医師による心

身両面からの医学的支援 

 
●診療所の検査機器の活用 
●急変時の医療対応 
●認知症診断による状態把握 

精神科 
初期救急 

 
 
●訪問看護ステーション 
 みんなのつばさ 
●家族教室、講演会、研修会 
●実習生、研修生等の受入れ 

自主事業 



    

 
 

１ 精神障害者支援事業      
 
近年の障害者、特に精神障害のある方々を取り巻く状況は大きな動きを見せています。 
障害者自立支援法による障害福祉サービスの再編のみならず、いわゆる社会的入院を余儀なくされて

いる方々の地域生活への移行、あるいはうつ病による職業生活の中断など、精神疾患のある方々が直面

する問題への関心が従来に増して高まり、それをいかに解決するかが大きな社会的課題になっています。 
また、平成２３年7月に厚生労働省は、従来の４大疾病（がん、脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病）に
精神疾患を加えて「５大疾病」とすることを発表し、今後の医療計画に精神疾患も重点的に取り組むべ

き疾患とするなど、精神保健の課題がより身近なものであり、「社会全体で取り組むべきもの」という認

識の広がりを表すものと言えます。 
 一方、横浜市の障害者プラン（第２期）では、「障害者が自らの意思で生活を決めることができる」、

「障害者が住み慣れた地域で生活を送れる」、「障害者が安心して日々の生活を送れる」、これらを目指す

べき社会と位置付けています。 
こうした社会的課題を解決し目指す社会を実現するためには、多様なサービスを用意し、地域社会の

中で統合的にかつ継続して提供する体制が不可欠です。総合保健医療センターでは、このような認識に

立ち、精神障害のある方々が「地域のなかで、自分の生活のスタイルを自分で決めていける暮らしがで

きる」ことをあるべき状態ととらえ、この考えのもと、以下の運営方針により精神障害者支援事業に取

り組んでまいります。 
 
 
１ 「人権」「主体性」を基本におく支援 

  利用者の人権を守り、それぞれの意思と選択に基づいた支援を行います。 
２ 「地域生活重視」の視点に貫かれた支援 

  利用者が生き生きと地域生活を送ることができるための支援を行います。入・通所型サービスでは

利用期限を設け、短期間で目標を達成するための支援を行います。 

３ 計画に基づく支援 

  利用者のニーズを適切に把握し、計画に基づいた支援を行います。 

４ 一人ひとりのニーズに合わせた支援 

  利用者個々のニーズに合わせ、医療・生活・就労の各事業が連携・協働しトータルな支援を行いま

す。 

５ 他の社会資源との協働による支援 

  地域の支援ネットワークの一員として、他の社会資源との協働による支援を行います。 

また、利用者の地域での生活に必要な継続的サービス提供体制を関係機関とともにつくります。 

６ 社会的課題を踏まえた先駆的な支援 

  常に社会的課題への視野を持ち、課題解決を図るための先駆的な支援技術・支援プログラム開発に

取り組みます。また、得られた成果は積極的に関係機関に提供し、地域社会全体の支援技術向上を図

ります。 

   
 
平成２５年度は、障害者自立支援法の改正に伴い、これまで区役所の福祉保健センターで行ってきた 
サービス利用計画書の作成等の「指定計画相談支援事業」を指定特定相談事業所として、当財団の運営

する神奈川区、磯子区、港北区の生活支援センターにおいて開始することとなり、一層、支援の充実を

図ってまいります。 
 
 



    

 
 

（１）精神科デイケア（定員４０人） 
精神障害のある人が、社会復帰や生活の安定といった個別の目標や希望に近づけるように、グループ

活動と個別面接を通じて、リハビリテーションを行います。 
利用者の抱える疾患が、統合失調症のみならず、気分感情障害など、様々な精神疾患に拡大している

ことから、プログラムを疾患別に実施するなどして、より効果的な働きかけになるよう工夫します。ま

た、リハビリテーションを効果的に進めるために、利用者の状態に合わせて、並行して個別面接を定期

的に実施します。具体的には、統合失調症の方に対するプログラム、気分感情障害等のある方に対する

プログラム、発達障害のある方に対するプログラム、気分障害により休職している方に対する「復職サ

ポートプログラム」等を実施します。プログラム内容も、利用者の目標や希望に向かって、回復への効

果が実証されている、ＳＳＴ（対人関係の技能の獲得）、心理教育（疾病に関する理解と対処方法の獲得）、

集団認知療法などを積極的に実施します。 
さらに、積極的な家族支援を継続して実施します。利用者の御家族に対しては、毎月１回「家族プロ

グラム」を実施します。また、一般の統合失調症の方の御家族に対しては「家族ＳＳＴセミナー」を実

施します。こうした取組を進めることにより、社会的な要請に応じ、かつ「より高度」「より先駆的」「よ

り公共的」な事業を展開するデイケアを運営します。 
平成 25 年度は、これらの取組をさらに充実させ、質の高いリハビリテーションを展開してまいりま
す。 
 
ア 様々な精神疾患、精神障害がある利用者に対する効果的なリハビリテーションプログラムの提供 

新規通所者及び見学者の中で、発達障害、うつ病や躁うつ病、不安障害、身体表現性障害等の疾

患や障害がある方の割合が大きくなっています。そこで、これまでのリハビリテーションプログラ

ムに加えて、対象疾患や対象の障害に向けた新たなプログラムを検討し、効果的なリハビリテーシ

ョンを実施できるように進めてまいります。 
イ 統合失調症の利用者に対するリハビリテーションプログラムの更なる充実 

在籍者数の８割以上が、20～30歳代の利用者であり、通所目標も積極的な社会復帰（就職、就学、
復職、復学等）を掲げる方が非常に多くなっています。そこで、ＳＳＴ、心理教育、集団認知療法

等の心理社会的治療を積極的に実践してまいります。 
ウ 「気分感情障害によって休職している方を対象としたリワーク（復職支援）プログラム」の充実 

リワークプログラムが開始されるまでの間に体調を整え体力を回復させるための取組（プレリワ

ーク）に加え、リワーク終了後も夜間帯にフォローアップ・ミーティングを実施する等、休職者や

復職者についてのサポート体制を一層充実してまいります。 
フォローアップ・ミーティングは神奈川区及び港北区の生活支援センターと連携して開催し、必

要時には職員への相談が出来る関係作りをしながら、同じ経験をした当事者同士が支え合う場を運

営してまいります。 
エ 自主事業「家族ＳＳＴセミナー」を実施 
精神障害は関係性の中で障害が顕在化するため、精神障害者の御家族は様々なストレスにさらさ

れます。そう言った御家族があまり無理をせず、少しでも楽な気持ちになって御自分自身の生活を

営められるように、ＳＳＴを通じて支援してまいります。 
 
<精神科デイケア延利用者数> 

２２年度 ２３年度 ２４年度 
見込み 

２５年度 
計画 

１０,９４０人 ９,２１１人 ８,１６３人   ８,２９６人 

 
 



    

 
 

（２）精神障害者生活訓練 
生活訓練は利用者一人ひとりのニーズを捉え、その人が本来備えている「力」を見出していき

ます。生活体験を通じて必要な技術の獲得と社会資源の活用などを提案し、地域生活の定着に向

けた支援を行います。特に「できないことをできるようにするだけではなく、できていること、

できそうなことを伸ばしていく」という視点を持ち、効果的に支援をします。 
また、精神科病院における長期入院という社会的な課題について地域生活へ移行するための事

業を継続してまいります。 
 
ア 長期入所（ロングステイ） 定員 宿泊型自立訓練２０人、自立訓練（生活訓練）１２人 
自立支援法による新体系事業の枠組みの中で、利用者は個別支援計画に基づき「宿泊型自立

訓練」を軸として、必要と時期に応じて「自立訓練（生活訓練）」とその他の日中活動系事業を

組み合わせて利用します。 
（ア）宿泊型自立訓練（定員２０人） 
利用者自身が持つ「力」を活かしながら、服薬や金銭の管理、生活リズムの確立、衣食住に

わたる日常の生活技術全般の体験を重ね、活用できるよう支援します。 
利用期間は、国が標準とする期間に比べ短期間である原則６か月間（最長１年間）とし、短

期間の入所により効果的な生活訓練を提供します。 
（イ）自立訓練（生活訓練）（定員１２人） 
日常生活技術の向上や地域生活移行に焦点を当てた集団プログラムと個別支援プログラムを

提供します。単身生活を目指す場合には、アパート探し等、退所後の居所設定支援も行います。 
 

イ 短期入所（ショートステイ） 定員６人 
原則として１週間以内の利用を通して、休息や家族との分離、自立生活の体験等それぞれの

利用目的に応じた支援を行います。 
利用の手続きにおいては、利用者の主体性を尊重する視点などを踏まえて、利便性の向上を

図ります。 
また、利用者が初めての場所でも安心感を持って利用できるようにご家族や支援者と共に体

験的な宿泊を提供します。また、地域の要望に応える緊急避難的な受け入れを継続します。 
  
   ウ 横浜市地域生活推進事業（横浜市単独事業。通称：チャレンジ事業） 

精神科病院からの退院を目指している方へ、病院以外での生活体験や自立訓練事業の体験利

用の機会として設けます。 
 

エ 地域移行（退院促進）に関する普及啓発 
○病院巡業…啓発活動とネットワークづくり 
○出前ＰＲ…区役所、生活支援センター、医療機関等で、直接、精神障害者への制度活用、

支援者への研修、横浜市総合保健医療センターの利用案内について説明 
○冊子の通信販売‥「ひとり暮らしのコツ集めてみました。」による生活訓練の支援内容の紹

介などの活動に引き続き取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 



    

 
 

<就労移行支援事業における訓練・支援の流れとねらい> 

施設内基礎訓練 企業内訓練 
企業開拓 

職場定着支援 
就労 

・個別課題の明確化 

・通所リズムの確立 

・作業継続性の向上 

・作業適性の評価 

・作業遂行能力の向上 

・就労に対するモチベー

ションの強化 

・ストレス状況の評価 

 

・就労条件の設定 

・職場実習の実施 

・作業定着支援 

・職場環境の調整 

・継続的支援体制 

 の構築 

生活訓練延利用者数 
 23年度 

実績 
24年度 
見込み 

25年度 
計画 

宿泊型自立訓練  ４,６９５人 
（延在籍４，８６５人） 

４,８９２人 
（延在籍５，０１４人） 

５,０５８人 
（延在籍５,２５６人） 

自立訓練 
（生活訓練） １,９９５人 ２,１０８人 ２,１９０人 

短期入所 １,８５３人 １,８２８人 １,８３９人 

横浜市地域 
生活推進事業    ６００人   ７０４人   ７０８人 

 
（３）精神障害者就労訓練 
 就労訓練係では、公的機関として幅広く精神障害者に職業準備訓練の場を提供すること、訓練期

間を長期化させず短期間の利用により利用者を職業生活につなげること、これらを理念に置き支援

を行ってきました。訓練では、所内での作業だけでなく、企業環境の下での働く体験を重視し、利

用者の方がグループをつくり一般企業等において働く体験を積む「企業内訓練」をプログラムの柱

として展開しています。これは、企業の中で実務に携わることにより、責任を持って作業を遂行す

る姿勢や、職場での人的環境への適応力を育むとともに、働く意義を感じ取ることをねらいとした

ものです。 
一方、開所から 20 年が経過し、この間に精神障害者の職業準備支援、就労支援に求められるも

のも変化しています。そこで就労訓練係では平成 24 年度に、就労移行支援事業における支援プロ

グラム全体の見直しを開始しました。公的機関の役割、利用期間、所内訓練の内容、所内訓練から

企業内訓練、個別職場実習、求職支援、就労に至る支援の流れ、それら個々の内容と全体の組み立

てを見直し、平成25年度は平成26年度改変に向けて具体的準備作業を進めていきます。 

雇用環境が依然として厳しい一方で、平成25年4月より障害者の法定雇用率が引き上げられま

す。これを追い風とするために、就労訓練係では関係機関との連携を強めながら利用者への支援、

企業等への雇用の働きかけを展開してまいります。 
 
  ア 就労移行支援事業（６か月訓練コース、定員２４名） 

障害者自立支援法に基づく事業です。施設の中での基礎的な訓練と企業内での実際的訓練によ

り、就労とその継続に必要な能力の習得・向上を図ります。また、利用者個々の障害特性や職業

適性、希望等に応じた求職支援と職場定着の支援を行い、充実した職業生活実現を目指します。

利用者自身の職業への希望や意欲を含めたアセスメントにより、支援課題・支援計画を明確化し、

利用者とそれらを共有しながらより短期間での就労に取り組んでいます。 



    

 
 

 
イ 短期評価コース事業（定員5名） 

 １か月の短期通所訓練を通して、就労を希望する精神障害者の就労準備性、職業上の課題、作

業特性等について評価を行うことを目的とした財団独自の事業です。 
精神障害者の障害特性、なかでも環境要因によって作業能力が変動しやすい特性を考えると、

的確な職業アセスメントを行うためには、一定期間の通所によりその状況を観察することが必要

になります。横浜市内では短期間の通所サービスを事業として行っている施設が少ないこともあ

って、職業的課題の評価だけでなく、復職に向けた生活リズム・体調調整、就労準備訓練の体験

など、利用される方の目的も多様化しています。就労訓練係では、精神障害者就労支援センター

「ぱーとなー」をはじめ、他の係の利用者に作業評価の場を提供しながら、本事業を通して精神

障害者支援部門のサービス向上に努めてまいります。 
 
（４）精神障害者就労支援センター「ぱーとなー」 

精神障害者就労支援センター「ぱーとなー」は、横浜市が設けている８か所の障害者就労支援

センターのうち、唯一支援対象を精神障害者に特化した就労支援機関です。平成１７年１０月の

開所以来、多数の当事者の方の利用があり、就労を希望する当事者の方の相談に応じるとともに、

一人ひとりの障害特性や職業適性に応じた職場の開拓、職場実習やジョブコーチの派遣による職

場適応支援等の就労支援を展開しています。開所以来、２５０人以上の方の就労を支援してまい

りましたが、最近では、支援により就労した方からの職業生活継続に関する相談も増えています。

こうした状況は、当事者の就労支援、職業生活継続支援に対するニーズが極めて高いことを表す

ものです。 
平成２５年度は、こうしたニーズに引き続き対応するとともに、当事者の希望を重視した支援

の展開や他の就労支援機関、生活支援センターなど関係機関との連携による支援ネットワークの

構築等に取り組んでまいります。また、平成２４年度においては、利用者の方の支援希望を確認

し、支援を希望される全ての利用者の方と支援計画の取り交わしを行いました。これを踏まえて、

平成25年度よりは、より一層利用者の意向に沿った支援を的確に行うよう努めてまいります。 
 
ア  相談及び調整 
就労に関する相談に対応し、本人の能力や適性、希望を明確にした上で支援計画を策定いた

します。 
また、情報の提供・相談の総合窓口として、ニーズに合わせた施設・機関の紹介を行います。 

イ  職業評価 
利用者の適性や職業に就く上での障害特性を評価するため、協力企業や関係機関での短期の

訓練を実施いたします。この訓練による評価により支援計画を策定いたします。 

＜就労訓練係利用者数の推移＞ 

 ２２年度 ２３年度 ２４年度 
見込み 

２５年度 
計画 

就労移行支援事業 
（6か月訓練コース） 

４，５４５人 ４，７７３人 ４，３６７人 ５，０２０人 

短期評価コース ３５２人 ５８２人 ５４４人 ５４４人 

合計 ４，８９７人 ５，３４４人 ４，９１１人 ５，５６４人 



    

 
 

ウ 職場開拓・企業への雇用の働きかけ 
ハローワークとの連携、求人誌などの活用により、利用者一人ひとりの適性、希望に応じた

業務を持つ企業を開拓いたします。 
エ 職場実習の実施 
 作業への定着、職場環境への定着により、雇用への円滑な移行を図るため職場実習を実施いた

します。この実習では、職員をジョブコーチとして派遣し、作業同伴、定期訪問等により集中的

な支援を行います。また、企業と当事者の橋渡しを行い、双方の不安や課題等を解決するための

支援を行います。 
オ 企業支援 
企業に対し、精神障害者について理解を得るための啓発活動を行うとともに、障害者雇用 

にあたっての対応策等についての相談・支援を行います。 
   カ  関係機関等支援 

精神障害者支援センターや家族会が開催する個別就労相談や就労講座等に、職員を講師と 
して派遣するなど、関係機関等の支援を行います。 

 
就労支援センター（ぱーとなー）延利用者数 

  ２２年度  ２３年度 ２４年度 
見込 

２５年度 
計画 

相談・調整件数 ７,９６９人 ３，２７９人 ３,８００人 ３,８００人 

実利用者数 
（定着支援を含む） ５５１人 ５５１人   ２８０人   ２６０人 

支援終了者数 ９１人 ３０８人    ７０人     ５０人 

支援就労者数 ４２人 ４２人     ３０人    ３３人 

※支援終了者数については、２３年度末より登録更新制としたことで、一時的に人数が増加しています。 
 
 
（５）精神科初期救急 
 精神障害のある市民の地域生活を支える基本的な仕組みの中には、いつでも安心して適切な治

療を受けられる精神科医療体制を確保することが不可欠となります。 
 二次及び三次救急については24 時間体制が整備されましたが、他の疾患と比べ精神疾患に対
する救急医療は十分とは言えません。 
 横浜市総合保健医療センターでは、平成25 年度も引き続き地域の精神科医療機関の協力を得
て、市内で唯一、多くの医療機関が診療を実施していない土曜の午後及び日曜・祝日・年末年始

昼間の初期救急診療を実施いたします。 
具体的には、本人又は御家族が、神奈川県精神保健福祉センターの精神科救急医療情報窓口に

電話相談し、外来診療が必要であると判断された場合、当センターに連絡があり、診療を行いま

す。 
参考）初期救急 ：精神症状の悪化により外来診療が必要とされる場合 
 二次救急 ：精神症状の悪化により入院診療が必要とされる場合  
  三次救急 ：自傷他害の恐れがあり警察官などの通報により診察を実施する場合 



    

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
（６）港北区精神障害者生活支援センター 
  横浜市の中期計画（平成18年度～平成22年度）に示された、精神障害者生活支援センターの整
備における、市内１４番目の施設として、平成 21 年６月１日に横浜市総合保健医療センター４階
にオープンいたしました。 
平成２３年度に、精神障害者地域移行・地域定着支援事業（退院促進支援事業）及び自立生活ア

シスタント事業が開始され、更に平成２５年度から「指定計画相談支援事業」を新たに実施します

が、引き続き横浜市総合保健医療センターの各機能と連携しながら、総合的な支援を展開してまい

ります。 
  
港北区生活支援センター延利用者数 

２２年度 ２３年度 ２４年度 
見込み 

２５年度 
計画 

２６,６３４人   ３４,９６４人 ３４,０００人 ３５,０００人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２２年度 ２３年度 ２４年度 
見込み 

２５年度 
計画 

開所日数 １２２日 １２１日 １２０日 １２１日 

受入人数     ８２人    ８４人 １００人 １００人 



    

 
 

精神障害者生活支援センター管理運営事業  
生活支援センターは、地域で生活する精神障害者の日常生活の支援、相談、地域交流活動の促進等を

行うため設置され、精神障害者一人ひとりが、地域の中で安心して自分らしい生活を送れるように様々

な支援を行っています。 
横浜市では行政区ごとに一館の整備を進めていますが、総合保健医療財団では、平成２１年６月に総

合保健医療センター内に開設した港北区と神奈川区、磯子区の３つの生活支援センターの管理運営を行

っています。 
なお、横浜市の生活支援センターは、横浜市障害者プランにより、一次相談支援事業所として位置づ

けられています。 
また、平成２３年度から新たな指定管理期間が始まりましたが、その中の業務基準では、各生活支援

センターにおいて「精神障害者地域移行・地域定着支援事業（「旧『退院促進支援事業』」）及び「自立生

活アシスタント事業」が追加されました。更に平成２５年度から、指定特定相談支援事業所の指定を受

け、これまで区役所で行ってきたサービス利用計画書の作成等の指定計画相談支援業務を開始すること

になりました。 
益々、多機能となる生活支援センターですが、精神障害のある方々が「住み慣れた地域で安心して生

活を送れる」ことを目指し、積極的に支援をしてまいります。 
 
１ 主な事業内容 
ア 日常生活の支援……生活の基本である住居、就労、食事等日常生活に即した課題に対する個

別・具体的な援助 
イ 相談等……電話・面接等により服薬、金銭管理、対人関係等日常的な問題、悩み、不安、孤

独感の解消を図るための助言、指導 
ウ 生活情報の提供……住宅、就労、公共サービス等の情報提供 
エ 地域交流の促進……レクリエーション等精神障害者の自主的な活動、地域住民との交流等を

図るための場の提供 
オ 精神障害者地域移行・地域定着支援事業 
精神科病院に長期入院（概ね１年以上）している精神障害者のうち、症状が安定しており、

受入条件が整えば退院可能である者に対し、活動の場を提供し、退院のための準備活動を行う

こと及び関係機関の連携を強化し、地域の受入体制の充実を図ることにより、円滑な地域移行

を図るための支援 
カ 自立生活アシスタント事業 
原則として、家族等による日常的な支援が受けられない単身等の精神障害者を対象に、訪問

による生活支援・コミュニケーション支援・緊急時対応。地域生活の維持継続と自己実現に向

けた支援。 
キ 計画相談支援業務  
  障害者福祉サービス等を利用して自立した日常生活が送られるよう、サービス利用計画書の 
作成等。 
ク その他……地域の実情に応じた創意工夫に基づく事業 

 
２ 各施設の事業 
  （１）神奈川区生活支援センター 
     平成２１年度から３か年の「行動計画書」を作成して、段階的にピア活動を進めてきました。 

平成２５年度も引き続き、ピア活動の育成・充実・普及を図るため、定期的に利用者を対象と

したプログラムを実施してまいります。 

指定一般相談支援事業所として、横浜市が実施している【退院サポート事業】と【自立生活ア



    

 
 

シスタント事業】との調和を保ちながら、地域移行支援・地域定着支援業務を推進します。 

また、指定特定相談支援事業所として、横浜市と連携を図りながら、精神障害者が自立支援

法のサービスを利用のに必要な、サービス利用計画の作成、サービス事業所との利用調整を実

施します。 

  （２）磯子区生活支援センター 
     平成２２年度まで、磯子区役所の「うつ状態の人の家族支援及び地域支援」事業を受託し、 

うつ状態の人が安心して地域生活を送ることができるよう、気軽に相談できる体制づくりを行 

ってまいりましたが、平成２５年度も引き続き独自に「うつの方とその家族支援」を相談支援 

の一貫として実施してまいります。 

  （３）港北区生活支援センター           ２３ページ前出 
 
 
延利用者数  
 

２２年度 ２３年度 ２４年度 
見込み 

２５年度 
計画 

神奈川区生活支援セ

ンター ３１,６５６人 ３６,４８１人 ３５,７００人 ３５,０００人 

磯子区生活支援セン

ター ２１,２８６人 ２８,３５３人 ２８,６００人  ２８,０００人 

港北区生活支援セン

ター（参考・再掲） ２６,６３４人 ３４,９６４人 ３４,０００人 ３５,０００人 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 
 

２ 要介護高齢者支援事業     

団塊の世代が高齢期を迎え、我が国は本格的な高齢社会に移行しつつあります。多様なライフスタイ

ルの高齢者が増加すると考えられていますが、要介護高齢者も着実に増加し、その支援はますます重要

となってきます。 
センター開設時、市内に３か所であった介護老人保健施設は、介護保険制度の創設により現在８０か

所になり高齢者の安心は大きく前進しました。しかし、施設の急速な整備と介護報酬の制約等から専門

職員の定着が進まないこと、入所者の医療費は原則として介護報酬に包括されることなどから、医療ニ

ーズを伴う要介護者の利用が抑制されること等の問題も生じています。 
センターでは、こうした課題に「しらさぎ苑」と「診療所病床」を有機的に連携させることで、 
介護度と医療ニーズが高いため他の介護老人保健施設では受け入れの難しい方に対応するなど、各部門

が連携して取り組んでいます。しらさぎ苑は、全国老人保健施設協会実地研修指定施設でもあり、特色

ある運営で要介護高齢者・家族にきめ細かく対応をしています。 
平成２５年度も、センターの基本理念『「個の尊重」「安心と信頼」を大切に質の高いサービス提供を

目指します』の下、下記の基本目標を掲げ「効率的運営」と「質の高いサービスの提供」で、利用者の

高い満足が得られるよう事業を遂行してまいります。 
 
１ 個の尊重と安全で適切なケア 
  利用者一人ひとりの生活と人生を尊重する姿勢をケアの基本とし、利用者のニーズ、心身の状

態に合わせた安全で適切なケア提供に努めます。特に、認知症利用者については、専門医による

コンサルテーション提供や専門性の高い職員のキャリアなどを活用して適切なケアを提供します。 
 
２ 利用者ニーズに即したサービスの提供 
  ＰＤＣＡ（業務改善サイクル）を活用して、利用者満足度の向上と質の高い療養・介護環境の

実現を図ります。また、短期入所や医療処置が必要な利用者等を積極的に受入れ、市民ニーズに

即したサービスを提供します。さらに、評価システムを機能させ、評価・情報公表を積極的に行

い、サービスの質の向上に努めます。 
 
３ ふれあい・であいの開かれた施設運営 
  開かれた施設運営を図り、高齢者の在宅生活を支援するため、地域の人々や自治体・関係諸機

関等と協働し、地域ネットワークの構築を目指します。 
 
４ サービスを支える人材の育成 
  人が人に対して行うサービスは、職員のケアの実践力が鍵となります。要介護高齢者支援サー

ビスの担い手として、確かな知識と技術を基盤にした専門性の高い実践力向上を目指します。    
  また、サービスの質向上のため、専門的・人間的能力の高い実践モデルの育成を図ります。人 
材育成に向けては、職員が主体的に自らの実践力向上に取り組めるよう、成長段階ごとの到達目 
標を設け、継続的に教育・研修を実施します。 

 
５ 健全で安定した経営基盤の確立 
  市民・利用者の期待や信頼に応える施設として、効率的・効果的な運営に努め、健全で安定的

な経営基盤を確立します。そのため、経営目標を組織で共有し、施設稼働率の向上やコスト節減

などの実現を図ります。共通の目標に向かって取り組む過程を通して、職員が一体となってセン

ター運営に取り組む意欲を高めます。 
 
 



    

 
 

（１） 介護老人保健施設 「しらさぎ苑」 
   （一般棟５０床 認知症専門棟３０床 通所リハビリテーション定員２０人）    
介護保険制度に基づき、介護認定された要介護高齢者の方々に、「施設入所」・「短期入所」・「通

所によるリハビリテーション」の介護サービスを提供するとともに、通所リハビリテーションでは、

制度改正により利用対象となった要支援高齢者の介護予防にも取り組みます。 
経営効率の面からは厳しいものの、公立施設の使命として、市民要望の強い、短期入所希望者や

医療的サポートの必要な利用者の利便に引き続き寄与するとともに、老人保健施設の本来機能であ

る、在宅復帰率の向上にも努めてまいります。 
経営改革計画のもと、職員が一丸となって稼働率の向上と経費削減に取り組んだ結果、しらさぎ

苑は、平成 18 年度に初めて事業別収支を黒字とすることができました。この実績と利用者の要望
を踏まえ、平成 20 年度からは通所リハビリテーションの土曜開所を実施するなど、内容の充実に
取り組み、さらなる利用者ニーズに対応いたします。 
 
延利用者数 
 

２２年度 ２３年度 ２４年度 
見込み 

２５年度 
計画 

一般棟 
５０床 １７,９５０人 １７,７８３人 １７，０００人 １７，９００人  

認知症専門棟 
３０床 １１,０４５人 １０,９４８人 １０，９００人 １０，９００人  

通所リハビリ 
２０人 ４,９２２人 ４,９１０人 ４，９００人 ５，２００人 

 
 
（２）診療所病床 
  （医療病床７床 介護療養病床１２床） 

有床診療所の１９床については、現在、７床を医療病床として医療対応が必要な高齢者等に対

応するとともに、１２床を介護療養病床として要介護高齢者の受け入れを行い、介護ニーズと医

療ニーズを併せ持つ中重度者に対応しています。 
また、市の「難病患者等居宅支援事業」として難病の方の一時入所も引き続き実施します。 
診療所病床については、入院期間を原則４８時間以内という規制が撤廃されましたが、安全管

理や急変時についてより厳しい対応が求められています。なお、国の療養病床削減方針等、今後

も国等の動向を注視しながら、センターにおける診療所病床の活用について横浜市と検討してま

いります。 
 
延利用者数 
 
 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

見込み 
２５年度 
計画 

診療所病床 ６,９６９人 ７,０２７人  ６，７００人  ６，９００人 

 

 

 



    

 
 

３ 地域医療機関支援事業     
大病院指向を改め、病院、診療所がそれぞれの機能を発揮し、相互に補完し合う「病・診連携」

は、他都市に比べ著しく病院病床の少ない横浜市にあっては、医療資源の有効活用ということから

もとりわけ重要であり、横浜市、関係団体においても、統一紹介状の作成等を通じ、診療所から病

院への紹介率、病院から診療所への逆紹介率の向上に積極的に取り組んでいるところです。 
この「病・診連携」が十分に効果を発揮するためには、かかりつけ医等の地域医療機関である診

療所における適切な診断が必須であり、このためには最新の検査機器の整備が不可欠となります。 
当センターでは、開設以来、地域医療機関が設置場所や投資費用等の関係から整備することが難

しい高度・高額医療機器を整備し、依頼に応じ検査・診断等を行うことで地域医療機関の診療を支

援しています。医療機器の性能は日進月歩であることから、適時の更新を行うとともに、小型化や

コストダウンにより地域医療機関に普及した機器については廃止するなど、これら共同利用機器の

稼働率向上に努めています。また、当センターが「精神障害者支援事業」「要介護高齢者支援事業」

で培ったノウハウと専門スタッフを活用して、地域医療機関では事業展開しにくい認知症診断外来

や高齢者生活習慣病外来にも取り組み、これらの患者さんのフォローを地域医療機関につなげるこ

とにより連携、支援を行っています。 
平成２５年度もこれらの事業を着実に推進するとともに、共同利用件数、外来患者数の増加と効

率的運営に努めてまいります。 
 

（１）高額医療検査機器の共同利用 
   地域医療機関ではスペースや採算性により設置困難なＭＲＩ（磁気共鳴イメージング装置）、 
ＣＴ（コンピュータ断層撮影装置）及びＲＩ（核医学検査）等の画像診断機器、トレッドミル、

心臓超音波装置、内視鏡装置等を整備し、地域医療機関の依頼に応じて、検査、診断を実施いた

します。 
   当センターにおける当該事業については、横浜市医師会報に事業案内を掲載するとともに、各

種広報活動を行ってまいりましたが、平成２３年度からはホームページの活用に加え、インター

ネットによるオンライン予約システムを導入し、２４時間３６５日予約可能にするなど地域医療

機関への支援及び共同利用件数の増加に取り組んでいます。 
 
  延利用者数（所内利用を含む） 

 
２２年度 ２３年度 ２４年度   

見込み 
２５年度 
計画 

ＭＲＩ検査 ２,５５７人 ２,４１７人 ２，４００人 ２，４００人 

ＣＴ検査 １,２０９人 １,２６８人 １，３００人 １，３００人 

 
（２）認知症診断外来・認知症外来         
   認知症高齢者は平成１４年当時の１４９万人から１０年後の平成２４年現在で約２倍の３００

万人を超え、過去の推計を大幅に上回るペースで増加しており、６５歳以上の１０人に１人が認

知症を発症している計算になります。さらに、加速する少子高齢化の影響で今後もますます需要

が増えると思われる認知症患者及びその家族への支援に引き続き努めてまいります。 
当センターではこれらに対応するため、業務の効率化をはかりより多くの市民の診断に努めて

おります。センターの認知症診断は、共同利用のＭＲＩ装置を活用し、原則として二度の来院で

迅速に診断を行うことが特長です。さらに、核医学診断装置を使い、より信頼性の高い鑑別診断

を行っています。また、認知症と診断された方には、治療が可能な地域医療機関を紹介いたしま



    

 
 

すが、専門医師が少ないこともあり、希望される患者さんは当センター外来でフォローします。 
平成２５年度においては年々増加する外来患者に対応するため、外来診療医師の増員を図って 
対応してまいります。    

 
 認知症診断・認知症外来人数 

 
２２年度 ２３年度 ２４年度 

見込み 
２５年度 
計画 

認知症診断 ８１８人 ８１５人 ９００人 ９００人 

認知症外来 ２,５０７人 ３,７０４人 ３,７００人 ３,８００人 

 
 
（３）生活習慣病外来 

横浜市では、健康寿命の延伸をテーマに「健康横浜２１」運動を展開し、死因の６割を占める、

がん・脳卒中・心臓病の三大生活習慣病対策等に取り組んでいます。 
また、最近は、内臓脂肪型肥満に加えて血糖値、血圧、血清脂質のうち２つ以上が危険域にあ

るメタボリックシンドロームも、動脈硬化を年齢相応より早く進行させるものとして問題となっ

ています。喫煙に伴う「肺の生活習慣病」である慢性呼吸器病疾患（ＣＯＰＤ）ともあわせ２１

世紀の生活習慣病の概念は非常に広義になっています。当センターにおいても高齢者を側面から

支援するため、啓発活動とともに原因治療に重点をおいた生活習慣病外来を充実してまいります。 
また、一般医療機関が取り組みにくい、障害者に対する生活習慣病の外来診療に取り組んでま

いります。 
さらに、横浜市国民健康保険加入者等に対する特定健康診査や７５歳以上の横浜市民に対する

横浜市健康診査を実施し、生活習慣病の早期発見を図るとともに、診査結果に基づいて早期の治

療を行うことにより、生活習慣病の重症化予防及び市民の健康増進に寄与してまいります。 
延利用者数               

 
 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

見込み 
２５年度 
計画 

生活習慣病外来 ４,１３２人 ４,２８７人 ４，４００人 ４，４００人 

特定健康診査等 １１９人 １２３人 １１０人   １２０人 

 

 

 

 

 

 

 



    

 
 

４ 総合相談事業 
  精神障害者支援、要介護高齢者支援、地域医療機関支援について、保健師や社会福祉職等の専門

職を配し、利用者や家族、地域などに対し総合的な相談支援を行ってまいります。複合施設として

の利点を生かし、各施設が有機的に連携を図ることにより、要援護者の地域での生活を専門的、総

合的に支援してまいります。 
 
（１）相談・情報提供 

精神障害者や高齢者等の方々の、福祉、保健、医療等に関する様々な相談に対応します。適切な

情報提供と相談を行うことで、住み慣れた地域で安心した生活が送れるよう支援いたします。 
（２）受入会議 

高齢者の長期入所受入に当たり、利用者ニーズや適切なサービス提供等について、医師、看護師、

ケアワーカー、ケアマネジャー、管理栄養士、作業療法士、理学療法士、支援相談員等（以下「専

門職等」という。）による受入会議で検討いたします。 
（３）支援会議 

精神障害者支援施設の支援会議は、関係機関だけではなく、ご本人及びご家族にも参加していた

だき、ご本人を中心としたケアマネジメントを推進し、より充実した会議を開催いたします。 
（４）ケアカンファレンス（ケアプラン会議） 

高齢者に対し提供するケアプランの作成、修正、再評価、退所評価を行うため、専門職等による

ケアカンファレンスを毎週１回開催いたします。 
（５）二次相談支援機関 
「横浜市障害者プラン（第２期）」では、相談支援システムの機能強化が重点施策として掲げられ

ています。 
精神障害者の二次相談支援機関は、当センターと横浜市こころの健康相談センターの2か所だけ
です。特に当センターは、精神障害者のリハビリテーションに関する様々な施設を有することで障

害者やその家族、一次相談支援機関からの相談に対する支援を行い、二次相談支援機関としての役

割を果たしてまいります。また、地域で行われるカンファレンスや事例検討会、各区の地域自立支

援協議会及びブロック会議へ参加することで、今後も地域支援の充実を図ってまいります。 
さらに、平成２５年度も、横浜市リハビリテーションセンター、横浜市更生相談所、横浜市ここ

ろの健康相談センターとの連携を深めることで、市民ニーズに即した相談支援体制の拡充を図って

まいります。 

 

 

 

 

 

 

 



    

 
 

５ 財団自主事業 
   指定管理者は、総合保健医療センターの運営に関して、条例の規定に基づき、自主的な企画・運

営による自主事業を行うことができます。 
平成２５年度も、センターの理念と運営の基本方針に沿った公益的使命に基づいた事業を展開い

たします。 
 
（１）訪問看護ステーション「みんなのつばさ」 

精神障害者の在宅医療支援、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ中重度高齢者に対する在宅支援

により、センター機能の一層の充実を図ることを目指して、平成１９年１月から訪問看護ステーシ

ョン事業をスタートし、利用者数も年々増加しています。 
訪問看護ステーションの利用者に統合失調症等の精神障害者が一定数含まれることは統計的に

知られていましたが、訪問看護を開始してみて、医療から生活支援まで多機能の専門性を有する当

センターであるからこそ、より質の高い支援ができることを実感しています。利用者一人に要する

時間が長くなるなど効率性の面での課題がありますが、公益性と効率性の均衡もとりながら、セン

ターの理念に沿った特徴ある運営に努めてまいります。 
延利用者数 

 
 
 
 
 

 
（２）精神障害リハビリテーション講座 
   精神障害者支援に携わっている職員等を対象に、外部講師を招聘するなどして「精神障害のリハ

ビリテーション」に関する講座を開催いたします。 
（３）家族ＳＳＴ（有料） 

当事者のいる家族が、あまり無理をせず、少し楽にご自身の生活を営めるような工夫について、

ＳＳＴ（Social Skills Training）を通じて取り組んでまいります。横浜市全区を対象に、年２ク
ール実施してまいります。 

（４）認知症支援講座等 
ア 認知症を理解するための家族教室（有料） 

認知症の方を介護する家族が、認知症に対する理解と知識を深めることにより、介護の負担が

軽減できるよう支援をいたします。対象は当センターを利用する認知症患者のご家族で、精神科

医師や臨床心理士、介護福祉士が専門的な講義を行うとともに参加者による懇談会を実施いたし

ます。 

  イ 認知症介護者カウンセリング（有料） 
   認知症の方を介護する家族の介護上の悩みや不安について個別に相談し、心理的援助により、

介護負担の軽減を図るための支援をいたします。 

当センター診療所の認知症診断外来受診者の家族及び介護教室受講者を対象に臨床心理士によ

るカウンセリングを行います。 

ウ 認知症専門医の派遣（有料） 
    各区役所から認知症の理解と知識を深めるための講演会等の依頼に対し、当センターの認知症

専門医を派遣することにより、当センターの事業ＰＲを行うとともに、センターの専門性を市民

に提供いたします。 

 

２２年度 ２３年度 ２４度 
見込み 

２５年度 
計画 

３,４７８人 ４,０４４人 ４，１００人 ３，８００人 



    

 
 

（５）高齢者支援シニアフィットネス事業 
ア 運動指導事業（有料） 
高齢者や生活習慣病などの有疾患者に対し、診療所機能と密接な連携を図りながら、医療及び

運動生理学の両面から運動処方の作成を行うとともに、身体機能の向上や寝たきり防止のための

運動プログラムの提供及び実技指導を行います。さらに、地域の包括支援センターと連携を図り、

高齢者の自立や介護予防サービスなど横浜市の高齢者支援事業のフォローアップを運動面から

支援いたします。 
イ 運動指導員派遣事業（有料） 
区役所や地域ケアプラザにおける、介護予防・自立支援事業による転倒骨折予防教室、健康づ

くりや疾病の予防改善を目的とした事業に対し、運動指導員を派遣し実技指導を行うとともに、

派遣先において当センターの事業を紹介し地域に情報の提供を行います。 
 
（６）健康づくり講座（有料） 

健康づくりや疾病の改善に関する情報が氾濫している中、医師をはじめとする医療従事者等専 
門知識を備えた講師による健康講座を開催し、正確な情報を市民に提供いたします。また、当セン

ターの事業を紹介し必要に応じ個別相談を行います。 
 

（７）内臓脂肪ＣＴ検査（有料） 
   平成２０年度から４０歳以上７５歳未満の方で横浜市国保の被保険者や社会保険被保険者の被

扶養者などを対象に特定健康診査が開始されております。この健診は内臓脂肪症候群の該当者や生

活習慣病の予備軍に該当した方に対し、特定保健指導を行うことにより予防可能な生活習慣病の発

病を減らし、医療保険財源の安定的確保を目的として実施されています。 

当センターにおいても毎月１０件程度の特定健診の受診者がおり、受診者からは内臓脂肪測定な

どの希望があります。そこで、このニーズに応えるため、Ｘ線ＣＴ装置を活用した内臓脂肪ＣＴ検

査を実施し、市民の健康への認識と自覚の高揚を図ってまいります。 

 
（８）研修事業 
ア ケアマネジャー研修 
  介護支援に関する当センターの専門性を活かし、市内の居宅介護支援事業者のケアマネジャー

を対象に研修を行うとともに、ケアマネジャーとの連携強化、センター事業のＰＲを図ります。 
イ 実習生、研修生の受け入れ 

    複合施設である総合保健医療センターが持つ機能や実績を活用し、大学医学部、看護大学、看

護専門学校、社会福祉系大学、医療技術大学等の学生及び施設職員等を対象に、専門職種の人材

育成を目的として、各部門において実習生、研修生の受け入れを実施いたします。 
ウ 臨床研修医の受け入れ 

    質の高い医療を継続するには、研修医の質の高い教育が必須です。当センターでは「地域医療」

の研修機関として、継続して臨床研修医を受け入れており、平成１７年度、１８年度、２１年度

に横浜市大病院から優秀指導医を受賞しました。今後も教育プログラムの工夫を行い、受け入れ

を実施いたします。 
エ 全国介護老人保健施設協会実地研修 

    当センターの「しらさぎ苑」は全国老人保健施設協会から一定の条件を満たした実地研修施設

の一つとして位置づけられています。平成２５年度も引き続き他施設職員のケアサービスの質の

向上に寄与するため実施研修を実施してまいります。 
オ 放射線検査等の症例研修会 

    近隣医療機関の医師を対象に、画像診断等の症例を通して高額医療機器の共同利用を推進し、

地域医療を支援することを目的として、症例研修会を実施します。 



    

 
 

６ 総合保健医療センターの維持管理等 

（１）総合保健医療センターの維持管理 
「指定管理者の業務の基準」に従い 
１ 施設・設備機器保守管理業務  
２ 清掃業務  
３ 什器備品等の管理業務  
４ 保守警備業務  
５ 環境衛生管理業務  
６ 廃棄物処理運搬業務 
７ 情報管理システム保守管理業務 
を行います。 

 
（２）その他の業務 
「指定管理者の業務の基準」に従い 

 １ 事業計画書の作成 
 ２ 事業報告書の作成 
 ３ 自己評価の実施  
４ 苦情解決機関の運営  
５ 安全管理に関する取組  
６ 個人情報の適切な管理 
７ 情報公開  
 ８ 横浜市が実施する事業への協力 
を行います。 

 

 


